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産後うつ病を予防する看護職の支援に関する研究 

 

 

１．研究の背景・目的 

 産後うつ病は，米国精神医学会が定める

診断基準である DSM-5 に示されたうつ病の

１つのタイプで，妊娠中から出産後に生じ

る抑うつ気分，不眠等を主症状とした精神

疾患である 1)．発症率は，産後の母親の 10

～15％程度で，その要因は，出産前後に急

激に変化する体内ホルモンや，生活環境で

生じるストレス，本人の体質的問題が複合

的に組み合わさることが考えられ 2)，女性

自身の苦しみにとどまらず，児への愛着形

成，家族関係にも影響している．近年では，

児童虐待とも関連することが明らかとな

り 3)，社会的に重大な問題として，予防の

観点からも注目が集まっている． 

わが国では 2000 年に母子の健康水準向

上のための国民運動計画として「健やか親

子 21」が策定され，その主要課題にも，産

後うつ病の罹患率の減少が目標に掲げら

れた．さらに，2015 年には，すべての国民

が地域や家庭環境等の違いにかかわらず，

同じ水準の母子保健サービスが受けられ 

 

 

るように「健やか親子 21（第 2 次）」4）が開

始され，産後うつ病を含めた母親のメンタ

ルヘルスを支援する必要性が求められて

いる．特に，母子保健分野は幅広い専門職

が連携し，専門知識を活用しながら継続的

に切れ目ない支援に取り組む必要性があ

る．その中で，看護専門職である保健師は，

地域で中心的役割を果たし，母子健康手帳

交付事業から，新生児訪問指導事業，乳幼

児健康診査等で，ほぼ全ての地域で生活し

ている母親と子どもに関わる機会を持ち，

家庭の様子や育児への姿勢など，住民に身

近な存在として継続的に支援を続けてい

る．しかし，自治体における産後うつ病予

防の取り組みは近年になって開始された

ことや，支援体制は自治体独自で構築され

ている現状がある 6)．一方で，精神的不調

を来たす母親の支援の難しさ 5）も明らかに

なっている．そこで，本研究では，産後う

つ病予防に向けた地域母子保健対策の現

状や，地域で母親を支援する保健師の現状
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を明らかにすることを目的とした． 

 

２．研究の方法 

1)対象者 

山梨県内の市町村に在職し，産後の母親

に関わりを持つことがある保健師 145 人

（非常勤職員含む）とした． 

2)調査時期 

2020 年 1 月 21 日に無記名自記式質問紙

調査票を発送し，2020 年 2 月 27 日までに

返送された回答を分析対象とした．本研究

は「人を対象とする医学系研究に関する倫

理指針」に基づいて計画され，山梨大学医

学部倫理委員会の承認を得て実施した（承

認番号：2135）． 

3)調査方法 

①郵送による無記名自記式質問紙調査を

実施した． 

②調査票を配布するため，研究者から電話

にて山梨県内の全市町村（27 市町村）の母

子保健担当部署の保健師へ，研究の趣旨を

説明し，配布部署，配票数確定のための問

い合わせを行った． 

③研究協力への依頼文書，調査票，返信用

封筒は，各市町村の担当部署の管理職等に，

条件に該当する保健師の人数分を一括し

て郵送し，回答を依頼した．回答をした保

健師には，郵送した返信用封筒を用いて，

個別に研究者宛に返送する方法により回

収をした．研究への協力は自由意思とし，

調査票の返信を持って同意とした． 

④調査票は業務に支障をきたさないよう，

10 分～20 分程度の時間で回答でき，必要項

目のみとした．返信は 2 週間程度の期間と

した． 

⑤回収率をあげるために，約 2 週間後にリ

マインダーと礼状を兼ねた葉書を全市町

村の担当部署へ送付した． 

4)調査項目 

先行研究 7),8),9),10),11),12)に基づき，調査項

目を設定し，その後，山梨県内の市町村に

所属する保健師 4人にプレテストを実施し，

調査項目と調査票の修正を行い，自由記述

も含め，合計 46 項目の調査項目を設定し

た．調査項目は，①保健師の個人特性に関

する質問 8 項目（性別，年齢，現在の雇用

形態等）．②職場特性に関する質問 7 項目

（所属自治体の人口規模，保健師活動の体

制，所属組織における産後うつ病のアセス

メント項目・チェックリストの活用の有無

等）．③産後の母親の実態に関する質問 5 項

目（担当する産婦数，産後うつ病のリスク

がある母親の数，保健師が支援の必要性を

判断した母親の数等）．④妊産婦のメンタ

ルヘルスの支援に関する質問 26 項目（産後

うつ病のリスク因子，エジンバラ産後うつ

病のリスクがある母親の精神状態のアセ

スメント等）とした． 
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5)分析方法 

 産後うつ病予防に向けた地域母子保健

対策の現状や，地域で母親を支援する保健

師の現状を明らかにするために，まず，調

査項目ごとについて基礎集計を算出し，特

徴毎の比較には，Mann–Whitney U 検定を行

った．また，相関係数の算出に Spearman 相

関分析を行った．統計解析には EZR13)を用

いて行い，統計的有意水準は 5％未満（両

側検定）とした．自由回答の記述はデータ

化し，形態素解析による計量テキスト分析

を行い，内容の視覚化・体系化を試みた．

分析には KH Coder14)を使用した．  

 

３．結果・考察 

2020 年 2月 27日までに返送された74人

からの回答（回収率 51％）であり，各項目

における欠損値を除いた回答を分析対象

とした． 

1)回答者の属性 

年齢は，20 歳代 23 人（31.1％），30 歳代

16 人（21.6％），40 歳代 21 人（28.4％）50

歳代 13 人（17.6％），60 歳代 1 人（1.4%）

であった．保健師経験年数は，平均 12.6（Ｓ

Ｄ＝10.5）年であり，中央値は 8.1 年であ

った．現在の所属部門での経験年数は平均

7.4（ＳＤ＝8.6）年であり中央値は 3.8 年

であった（表１）． 特に経験年数において

は，先行研究 12)と同等の結果であった． 

 

 

2）回答者の職場特性 

所属組織の人口規模が，10000 人未満は

17 人（23.7％）であり，10000 人以上は 55

人（76.3％）であった．保健師の活動体制

は，地区担当制 3人（4.1％），業務分担制

5人（6.8％）であり，地区担当制と業務分

担制を併用していたのは 66 人（89.2％）と

8 割以上を占めていた．また，妊娠中の母

親に対して，産褥期のメンタルヘルスに関

する知識を提供する機会があると回答し

た者は 71 人（95.9％）と 9割を超えた結果

となった．その中で，どの段階で知識を提

供しているかとの複数回答では，母親学

級・両親学級 55 人（77.5％），が最も多く，

次いで，母子健康手帳交付 53 人（74.6％），
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新生児訪問 47 人（66.2％）が上位の回答で

あった．このことから，それぞれの市町村

で妊娠期から母親に関わる必要性を考え，

妊産婦のメンタルヘルスに対する取り組

みの意識が高いことが推測された．しかし，

実際に母親が知識提供を受けたことで，産

後うつ病のリスクとどのように関連し，母

親が変化していったかを把握していく必

要があると考えられてた．さらに，母親に

対して知識提供を行う場合，正確な情報と，

その状況に見合った知識を提供する必要

性があるため，具体的な内容を把握してい

く必要がある． 

また，所属組織において，産後うつ病の

スクリーニングとして，エジンバラ産後う

つ 病 質 問 票 （ Edinburgh Postnatal 

Depression Scale：以下 EPDS）を使用して

いると回答したのは 67 人（90.5％）と 9割

を超え，EPDS の使用段階は，訪問を通して

使用していると回答している者が多い結

果であった（表 2）．加えて，EPDS 以外でも，

母親の精神的不調を把握する質問票を使

用してると回答したのは 37 人（50％）であ

り，このことから，保健師は，母親の精神

的不調を把握するために，様々な質問票を

使用することで，精神状態を客観的に把握

し，保健師の強みとする，家庭訪問を通し

て，直接的に母親と接して，実際の精神状

態から，生活環境，育児状況等を含め，包

括的に母親をアセスメントし，必要な支援

を提供していることが考えられた． 

3）産後の母親の実態 

2019 年 4月 1日から 12月 31日までに回

答者が担当した産婦数の平均 28.9（ＳＤ＝

30）人であり，中央値は 20 人であった．そ

のうち，産婦健康診査を受診し，EPDS が 9

点以上で医療機関から連絡を受け，担当し

た母親の数は，平均 3.9（ＳＤ＝5.1）人で

あり，中央値は 2人であった．また，EPDS

が 8 点以下でも，医療機関から産後うつ病

のリスクがあると連絡を受け，担当した母

親の数は平均 1.65（ＳＤ＝4.4）人であり，

中央値は 0 人であった．さらに，産婦健康

診査を受診した母親でも，医療機関から連

絡がなく，保健師が産後うつ病のリスクが

あると判断し，支援を行った母親の数は，

平均 1.1（ＳＤ＝1.7）人であり，中央値は

0 人であった．これらのことから，産後う

つ病のリスクがある母親の精神症状の把

握については，EPDS の点数のみに着目する

だけではなく，母親の既往歴や，表情，言

動などを捉えて総合的にアセスメントす

る必要があると考えられる．しかし，それ
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らのアセスメントする際の視点は個々の

保健師が判断する部分も多く，経験年数や

産後うつ病のリスクのある母親への対応

経験によって着目する視点の違いが考え

られるため，保健師がどのようなところに

着目し，支援の必要性があったかを明らか

にする必要がある．  

4) 妊産婦のメンタルヘルスの支援 

妊産婦のメンタルヘルスの支援につい

て，「はい」，「どちらかといえばはい」，「ど

ちらかといえばいいえ」，「いいえ」の各項

目 4 段階で回答を求めた結果，産後うつ病

の発症には複数のリスク因子があること

を知っていますかでは，はい 66 人（89.2％），

どちらかといえばはい 8 人（10.8％），どち

らかといえばいいえ 0人（0.0％），いいえ

0 人（0.0％）であり，妊産婦のメンタルヘ

ルスが子どもの発達に影響することを知

っていますかでは，はい 69 人（93.2％），

どちらかといえばはい 5 人（6.8％），どち

らかといえばいいえ 0人（0.0％），いいえ

0 人（0.0％）であった．また，産後うつ病

のリスクがある母親に対し，心理的介入の

効果があることを知っていますかでは，は

い 59 人（79.7％），どちらかといえばはい

15 人（20.3％），どちらかといえばいいえ 0

人（0.0％），いいえ 0 人（0.0％）であった．

さらに，産後うつ病のリスクがある母親に

関わることは母子保健活動の中で重要と

考えますかでは，はい 67 人（90.5％），ど

ちらかといえばはい 7人（9.5％），どちら

かといえばいいえ 0 人（0.0％），いいえ 0

人（0.0％）であった．このことから，保健

師は，産後うつ病を含めた妊産婦のメンタ

ルヘスについての要因や，それらが引き起

こす影響について，基本的な知識を習得し

て支援を行っていることが明らかとなっ

た． 

一方で，産後うつ病のリスクがある母親

の精神状態のアセスメントは難しいと感

じるかでは，はい 35 人（47.3％），どちら

かといえばはい 35 人（47.3％），どちらか

といえばいいえ 4 人（％），いいえ 0 人

（0.0％）であった．また，産後うつ病のリ

スクがある母親の支援で困難感を感じま

すかでは，はい 26 人（36.1％），どちらか

といえばはい 38 人（52.8％），どちらかと

いえばいいえ 8 人（11.1％），いいえ 0 人

（0.0％）であった，このことから，8 割以

上の保健師が経験年数によらず困難感を

感じていた結果となった．さらに，産後う

つ病のリスクがある母親に紹介できる専

門機関が地域に不足していると感じます

かでは，はい 44 人（59.5％），どちらかと

いえばはい 16 人（21.6％），どちらかとい

えばいいえ 12 人（16.2％），いいえ 2 人

（2.7％）であり，その中で，どのような専

門機関が不足していると感じているかと

の複数回答の上位には，精神科医療機関 54

人（90％），産婦人科医療機関 24 人（40.0％），
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産前・産後ケアセンター16 人（26.7％）と

いう結果であった（表 3）． 

このことからも，地域で母親を支援する

うえで，専門機関が不足していることは，

困難感の要因の一つとしても考えられ，自

治体での体制整備が求められている結果

となった． 

また，産後うつ病を予防するために重要

と考えている所属組織における母子保健

活動を，最大 3 つまで選択できる形で回答

を得た結果，最も多かったのは，母子健康

手帳交付 42 人（56.8％），次いで，乳幼児

全戸訪問 36 人（48.6％），産前・産後ケア

事業 32 人（43.2％）が，5割前後の者に選

択された結果となった（表 4）．  

 

5)関連性の検討 

保健師経験年数による産後うつ病のリ

スクがある母親への支援技術の示唆を得

るために，保健師経験年数について中央値

を基準値に 8 年未満と 8 年以上の 2群に分

け，産後うつ病のリスクがある母親への支

援において各項目ごとに比較をした．その

結果，保健師経験年数 8 年未満に比べ 8 年

以上の保健師ほど，産後うつ病のリスクが

ある母親に対しての日常生活のアセスメ

ントができる割合が優位に多かった（Ｐ＜

0.05）．また，産後うつ病のリスクがある母

親を支援する際の困難感について，各設問

毎に点数化し，相関分析を行った結果，精

神症状のアセスメントが難しいと回答し

た得点と，産後うつ病のリスクがある母親

の支援の困難感の得点との関連について，

有意（Ｐ＜0.05）な正の相関を認めた．さ

らに,相談できる場との関連についても有

意（Ｐ＜0.05）な負の相関を認めた． 

6）自由記述の形態素解析による計量テキ

スト分析の結果 

①頻出語リスト 

本研究で計量テキスト分析を試みた自

由記述は，「保健師が，産後うつ病のリスク

がある母親を支援する際の困難感」であり，

研究全体の回収数 74 人中，そのうち 55 人

の自由記述があったものを分析対象とし

た．分析方法は，KH Coder を用いて前処理

を実行し，複数の回答者が異なる単語を使
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用している場合，内容が同様であれば 1 つ

の単語に置き換える作業等のデータのク

リーニングを行った．集計を行った結果，

抽出された総抽出語数は 1489 語，文は 98

文であった．そのうち，頻出語 20 語につい

てリストを作成し，最も出現回数が多かっ

た語は，「母親」26 回であった．次いで「支

援」21 回,「困難」15 回，「家族」14 回，

「少ない」14 回であった．（表 5）． 

②共起ネットワーク分析の結果 

KH Coder の「共起ネットワーク」のコマ

ンドを用い，自由記述の中で，出現パター

ンの似通った語（共起の程度が強い語）を

線で結んだネットワークを描いた（図 1）． 

分析にあたっては，出現数による語の取捨

選択は，最小出現数を 3 に設定し，描画す

る共起関係の絞り込みにおいては描画数

を 60 に設定した．その後，共起したネット

ワークを１つのグループとみなし，その結

果，7 つのグループが検出された．また，集

まった頻出語の使われている文脈の意味

内容を解釈してグループ名を以下のよう

に命名した．代表的な記述データは斜字で

示す．なお，それぞれの語がどのように用

いられているのかの文脈を探るために，KH 

CoderのKWICコンコーダンスのコマンドを

用いた． 

（1)「精神科への連携・相談」 

 このグループでは，「受診」，「相談」，「連

携」，「精神科」，「判断」，「連絡」，「専門」

が実線でつながっていた．これらの語が頻

出する記述としては，「経過をみてよいの

か，受診につなげた方がよいのか判断に迷

う」，「精神科との連携ができていない」な

ど，精神科との連携に関する記述がみられ

た． 

2) 「精神面へのサポートの不安」 

このグループでは「対応」，「不安」，「利

用」．「サポート」，「精神面」，「産後ケアセ

ンター」が実線でつながっていた．これら

の語が頻出する記述としては，「資源を活

用しながら，精神面，身体的なサポートを

行いたいが，困難なこともある」，「母親が

今後どうしたいかを決めきれない場合に

どこまでサポートするのか，どうしたら誘

導的にならず母親の希望に添えるか」など，

精神的なサポートの難しさに関する記述

がみられた． 

3)「保健師自身の負担」 

このグループでは，「保健師」，「聞く」，

「話」，「受け止める」が実線でつながって

いた．これらの語が頻出する記述としては，

「支援している保健師も時に助けてほし
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い時がある」，「受診をすすめる場合，母親

がどう受け止めるか．泣いてすっきりする

なら…と思う部分と，話を聞き，認め，励

ますことに疲れる保健師もいること」など，

保健師が母親を支援する際の負担感に関

する記述がみられた． 

4)「紹介できるサービスの少なさ」 

このグループでは，「サービス」，「紹介」，

「遠い」が実線でつながっていた．これら

の語が頻出する記述としては，「村内に産

後ケアセンター等のサービスがないため，

支援困難」，「医療機関が遠く，治療を受け

ることが困難な時がある」など，地域で母

親を支援する際のサービスの不足に関す

る記述がみられた． 

5)「拒否的な母親や家族調整を行うケース」 

 このグループでは「母親」，「家族」，「ケ

ース」，「拒否」，「調整」が実線でつながっ

ていた．これらの語が頻出する記述として

は，「家族の支援や母親の病識がうすく，受

診に結びつかない時」，「家族に判断力が低

く，自ら発信ができないケース」など，母 

親とその家族を支援する際の記述がみら

れた． 

6)「困難ケースへの支援の多さ」 

 このグループでは，「支援」，「困難」，「多

い」が実線でつながっていた．これらの語

が頻出する記述としては，「デリケートな

部分が多く，介入が困難ケースがある」，

「産後支援者が少ない上に，経済的にも困

難なケースは，サービスをつなげたくとも

困難」など，困難ケースの具体的な内容の

記述がみられた． 

7)「医療機関の少なさ」 

このグループでは．「少ない」，「医療機関」

が実線でつながっていた．これらの語が頻

出する記述としては，「つなげる医療機関，

産科が少ない」，「産後うつ病が疑われても，

紹介できる医療機関（精神科）がない」な

ど，母親をつなげる医療機関の不足に関す

る記述がみられた， 

これらの結果から，産後うつ病のリスク

がある母親を支援する際の困難感として，

母親の精神面やその家族に関わること，地

域の支援体制における困難感が推察され

た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 産後うつ病のリスクがある母親を支援

する際の困難感の共起ネットワーク 
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４．今後の展望 

 本研究により，自治体における，母親を

サポートする事業や，取り組む姿勢，他機

関との連携方法などそれぞれの特徴が明

らかとなったが，母親を支援する体制は十

分とは言えず，保健師個々の支援において

も困難感を抱いていたことは，今後の産後

うつ病を予防するための地域母子保健対

策の重要な課題と考えられた． 

本研究においては，山梨県内という限定

された地域と期間での調査であることか

ら，自治体における人口規模や人員の配置，

活動状況に違いがあるため，他の自治体に

そのまま適用することは難しい．しかし,

先行研究 12）と比較しても，対象者の年齢や

経験年数などは大きな差異は見られず，対

象者の代表性について，一般化可能性を有

する集団であることが考えられる．そのた

め，一地域ではあるが，自治体の現状を把

握し，さらに，山梨県内の産後の母親に関

わるすべての保健師を調査対象としたこ

とは意義のあることであり，重要な結果で

あったと考えられる．今後は，それぞれの

要因間の関係についてさらに検討し，本研

究の成果をもとに保健師の教育プログラ

ムを開発・実施をしていく． 

  

５．研究成果の発信方法（予定を含む） 

 本研究の成果は，国内の学会における発

表や論文の形式にまとめ，学術誌に投稿す

る予定である．また，本研究の結果は，筆

者の博士論文の一部として公表予定であ

る． 
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